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日本と世界を結ぶ海上輸送ルート

3

○世界各地の港湾と海上物流ネットワークを形成。

出典：SHIPPING NOW 2023－2024より国土交通省近畿地方整備局作成

凡
例

コンテナ貨物を取り扱う国際基幹航路

参考資料



我が国の貿易における日本商船隊の役割

（出典）海事局調べ、2022年

◼ 我が国貿易量の99.6％を海上輸送が占める

◼ エネルギー・食料等の主な物資の海上輸送割合は約100%

◼ 日本商船隊は、海上輸送の66.2％を担う

（出典）財務省貿易統計、海事局調べ

我が国の貿易に占める海上輸送の割合（重量ベース）

日本商船隊による輸出入貨物の輸送比率

日本商船隊※

の輸送比率
66.2%

海上輸送の
割合

約100%

安定的な海上輸送の確保は我が国の
発展に極めて重要

※ 日本商船隊：我が国の外航海運
企業が運航する2,000総トン以上
の外航商船群 （ONEを含む）
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世界の海上荷動量及び日本商船隊の輸送の推移

○世界の海上荷動量は拡大傾向。日本の外航海運企業（日本商船隊）の輸送量は横ばいで推移しているため、
シェアは低下傾向。
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世界各地域の港湾におけるコンテナ取扱個数の推移
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8.5

2010～2021年
○東・東南アジア：韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア、ベトナム
○北 米：アメリカ、カナダ
○欧 州：イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、

アイルランド、スウェーデン、フィンランド、デンマーク
○その他：上記以外(日本除く)

TEU(twenty-foot equivalent unit)

国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20フィート・コンテナを１とし、
40フィート・コンテナを２として計算する単位

出典：UNCTAD(Container port throughput,annualおよびReview of Maritime Transport)

  より国土交通省港湾局作成
注意：2009年以前は出典上に地域別の記載なし

【地域区分】

注）外内貿を含む数字。ただし、日本全体の取扱貨物量はUNCTADに収集される
主要な港湾の合計値であり、全てを網羅するものではない。
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○2011年から2021年までの10年間で、世界の港湾におけるコンテナ取扱個数は1.4倍に増加。

港湾におけるコンテナ取扱個数の推移
２０２１年

全世界

日本

東・東南アジア
(日本除く)

5億9,382万TEU 8億5,111万TEU

2,055万TEU 2,220万TEU

2億8,822万TEU 4億2,208万TEU

１．４倍

２０１１年

１．１倍

1．５倍
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１．日本の産業基盤としての海運・海事産業、及び港湾
（１）国際航路のネットワークと国内航路のネットワーク

（２）日本の海運・海事産業の現状

（３）日本の国際コンテナ戦略港湾の現状
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アジア主要港におけるコンテナ取扱個数

【アジア主要港のコンテナ取扱個数】 【世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング】

※京浜港は東京港・横浜港・川崎港。
 阪神港は大阪港・神戸港。

TEU (twenty-foot equivalent unit)：
国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20 フィート・コンテナを１とし、
40フィート・コンテナを２として計算する単位。

 [注] 数値はいずれも外内貿を含む。ランキングにおける（ ）内は2021年の順位。
 なお、２０２1年の海外港湾のコンテナ取扱個数は、速報値である。

［出典］ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ Yearbook1993及びLloyd’s List資料、港湾管理者調べより国土交通省港湾局作成。

1,669
510

上海
4,730
46

2,208
235

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

港湾取扱ｺﾝﾃﾅ個数
（単位：万ＴＥＵ）

2022年（上段）

1990年（下段）

青島
2,567

京浜港
804
320

※

阪神港
528
308

※

深圳
3,004

広州
2,486
80

寧波-舟山
3,335

天津
2,102

港 名 取扱量 港 名 取扱量

1 シンガポール 522 1 (1) 上海（中国） 4,730 

2 香港 510 2 (2) シンガポール 3,729 

3 ロッテルダム 367 3 (3) 寧波-舟山（中国） 3,335 

4 高雄 349 4 (4) 深圳（中国） 3,004

5 神戸 260 5 (6) 青島（中国） 2,567

6 釜山 235 6 (5) 広州（中国） 2,486 

7 ロサンゼルス 212 7 (7) 釜山（韓国） 2,208

8 ハンブルク 197 8 (8) 天津（中国） 2,102 

9 ﾆｭｰﾖｰｸ・ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞ 187 9 (10)
ロサンゼルス/ロング
ビーチ（米国）

1,905

10 基隆 183 10 (9) 香港（中国） 1,669 

11 横浜 165

46 (41) 東京 493

13 東京 156

70 (72) 横浜 298

72 (73) 神戸 289

78(77) 名古屋 268

24 名古屋 90 82 (82) 大阪 239

１９９０年 ２０２２年（速報）

（単位：万ＴＥＵ）
…

※京浜港・阪神港の順位：2022年（2021年）
 京浜港：22位（23位）
阪神港：36位（36位）

…
…

…
…

…
…
…
…
…
…
…

…
…

…

―

―

釜山

香港

―

―

3,729
522



アジア主要港と我が国港湾の国際基幹航路の寄港回数の比較

（出典）国際輸送ハンドブック（当該年の11月時点の実績値）より国土交通省港湾局作成
※1 欧州航路には、地中海・黒海航路を含む。
※2 北米航路には、ハワイ航路を含まない。
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10 13 16 17 18 19 20 21 22 10 13 16 17 18 19 20 21 22 10 13 16 17 18 19 20 21 22 10 13 16 17 18 19 20 21 22 10 13 16 17 18 19 20 21 22

大洋州航路

アフリカ航路

中南米航路

欧州航路

北米航路

寄港回数／週

※2

※1

2022年
大洋州：2回
アフリカ：0回
中南米：6回
欧州：2回

北米(西岸）：15回
北米（東岸）：0回

2022年
大洋州：2回
アフリカ：0回
中南米：0回
欧州：2回

北米（西岸）：7回
北米（東岸）：0回

  シンガポール   上海 釜山    京浜      阪神

○国際コンテナ戦略港湾における国際基幹航路の寄港回数は、近年は概ね横這いであったが、2021年は新型
コロナに伴う国際海上コンテナ輸送の需給逼迫の影響により発生した運航スケジュールの乱れの正常化に向
け、寄港地の絞り込みが行われた結果、寄港回数が減少。
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国際海上コンテナ輸送の需給逼迫によるリードタイムへの影響 （日本（地方港）→北米西岸の事例）

○日本から北米西岸へのコンテナ貨物の輸送日数は、新型コロナウイルス感染症流行前では20日程度であり、
国際コンテナ戦略港湾経由と釜山港経由で大きな差は見られない。

○新型コロナウイルス感染症流行後は、国際コンテナ戦略港湾経由、釜山港経由ともに輸送日数が増加したが、
釜山港経由の方が増加が大きく、輸送日数の差は最大50日程度に達した。

出典：Descartes Datamyne等より国土交通省港湾局作成
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輸送日数の差（国際戦略港湾基準）（右軸）

（日） （日）

※輸送日数は、日本の地方港（A港）から出発し、北米西岸のB港での荷卸しまでの期間をA港出発時点の月で整理。
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国際フィーダー航路による北米東岸航路への集貨とリードタイムの変化

○2023年3月から横浜港に寄港している北米東岸航路「CBX」は、国際フィーダー航路網を活用し地方港から横浜
港に集貨。一部の地方港では、当該航路の横浜港寄港前（釜山港経由）に比較してリードタイムが短縮。

荷受港
釜山港
経由

横浜港
経由

釜山港経由と
比較した

リードタイムの変化

横浜港 33日 25日 －8日

清水港 34日 28日 －6日

名古屋港 32日 29日 －3日

大阪港 30日 30日 ±0日

神戸港 30日 30日 ±0日

広島港 29日 29日 ±0日

■サバンナ港（北米東岸）までのリードタイム（計画日数）

北米東岸へ
（パナマ運河経由）

■国際フィーダー航路網を活用した横浜港への集貨

寄港地：
シンガポール－レムチャバン－ハイフォン－
塩田－寧波－上海－釜山－横浜－
ノーフォ－クーサバンナ－チャールストン－
マイアミ

サービス名：CBX

船型：11,000TEU型

【北米東岸航路】

国際フィーダー航路
国際基幹航路

出典：船社HP等より国土交通省港湾局作成



国際基幹航路の我が国への寄港の維持・拡大を図るため、
京浜港、阪神港を「国際コンテナ戦略港湾」に「選択」し、

ハード・ソフト一体となった施策を「集中」して実施

国際基幹航路の重要性

我が国への基幹航路の寄港喪失

積み替え航路（海外トランシップ）の
輸送日数及び輸送コストが上昇

我が国での企業の
立地環境の悪化

企業の海外流出

雇用機会の喪失
国民所得の海外流出

輸入物資の価格上昇

国民生活への圧迫

我が国発着貨物が減り、
更なる基幹航路減少に
つながる（悪循環）

基幹航路が寄港喪失した場合

サプライチェーンの脆弱化

12



２．国際基幹航路維持・強化のための国際コンテナ戦略港湾
政策
（１）コロナ禍の経験を踏まえた日本の国際コンテナ戦略港湾
の課題

（i) 港湾施設の整備・強化
＊コンテナ船の大型化への対応
＊災害に強い港湾施設の整備
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コンテナ船の大型化と我が国港湾の最大水深岸壁の推移

○2000年代半ば以降、コンテナ船の大型化が急速に進展。

（出典） 2004年以前は海事産業研究所「コンテナ船の大型化に関する考察」等、2004年以降はオーシャンコマース社及び各船社HP等

※ TEU (twenty-foot equivalent unit)：国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20 フィート・コンテナを１とし、40 フィート・コンテナを２として計算する単位

※１ かつて日本郵船（株）が所有・運航していた我が国船主初のコンテナ船。
※２ 新パナマ運河（2016年6月供用）供用開始以前において、パナマ運河を通航可能であった最大船型（船長294m以内、船幅32.3m以内）。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

横浜港大黒
（13m 81年2月供用）

横浜港大黒
（14m 92年10月供用）

横浜港南本牧
（16m 01年4月供用）

は我が国の最大水深の状況

最大船型
の推移

横浜港南本牧
（18m 15年4月供用）

24,346TEU

【欧州航路】

日本船主初のコンテナ船

※１

船名：箱根丸
船長：187m
最大積載量：752TEU

写真：三菱重工（株）HPより

パナマックス船 ※２

船名：MOL ENDEAVOR
船長：294m
最大積載量：4,500TEU

写真：MaritimeTraffic.com HPより

現在就航中の世界最大級船

神戸港ＰＩ２期
（15m 96年4月供用）

船名：MSC MICHEL
 CAPPELLINI

船長：400m
最大積載量：24,346TEU

写真：MaritimeTraffic.com HPより

国際コンテナ戦略港湾の選定
（10年8月）

積載個数（TEU）
2023年9月現在
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コンテナ船の船舶規模別の投入隻数及び竣工見通し

○コンテナ船については、大型船の投入割合が上昇傾向。
○2023年～25年に竣工予定のコンテナ船のうち、約2割が14,000TEU積み以上（岸壁水深が概ね18m必要）。

59%

43% 39%
29% 29% 29%

34%

38%

31%

19% 20% 20%

7%

10%

9%

7% 6% 6%

0%

9%

20%

31% 30% 29%

0%

0%

1%

7% 8% 8%

0%

0%

0%

7% 7% 7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2003 2008 2013 2020 2021 2022

～2,999 3,000～5,999 6,000～7,999

8,000～13,999 14,000～16,999 17,000～（TEU)

・・・ ・・・ ・・・

0隻
0隻

0隻

0隻

4隻

30隻
144隻

144隻

150隻

157隻

154隻

168隻

コンテナ船の船舶規模別の投入隻数 2023年以降のコンテナ船の竣工見通し（船型別）

出典：国際輸送ハンドブック（当該年の11月時点の実績値） 日本発着航路を中心としたアジア
発着の国際定期コンテナ航路に就航している船舶を中心に記載。

出典：Clarkson「Ship Type Orderbook Monitor」2023/4

2,085隻
2023 2024 2025 計

Post-Panamax
17,000 +TEU

27 13 13 53

Neo-Panamax
14,000-16,999 TEU

44 73 43 160

Neo-Panamax
8,000-13,999 TEU

16 42 55 113

Intermediate
6,000-7,999 TEU

24 62 24 82

Intermediate
3,000-5,999 TEU

46 56 13 115

Feeder
<3,000 TEU

167 136 17 320

総 計 324 382 165 871

213隻

＜参考＞
14,000TEU以上の船舶（技術基準上、18m岸壁が必要とされる一般的な船型）の割合は、
2003年：0% 2008年：0% 2013年：2% 2020年：14% 2021年：15% 2022年：15%

1,615隻 2,182隻 2,161隻 2,046隻 2,066隻



２．国際基幹航路維持・強化のための国際コンテナ戦略港湾
政策
（１）コロナ禍の経験を踏まえた日本の国際コンテナ戦略港湾
の課題

(ii) 荷物量の確保：集貨と創貨
＊国内の貨物の国際コンテナ戦略港湾への集貨
＊発展する東南アジア地域からの貨物の集貨

＝港湾の創貨機能の重要性
＊集貨のネットワーク（国際、国内）の構築の重要性

（２）海運業者と荷主から選ばれる港湾のあり方
＊先進国の港湾として「選ばれる港湾」

＝DX化
 GX化

＊ポートセールスの重要性



アジア等主要港のトランシップ貨物の割合（２０２１年）

4,121

513

2,440 2,514

1,043 1,082
918

533

54

527
740

447

583

3,234

498 363

698

612

840

1,066
460

62

38

74

1,166

9

4

4,703

3,747

2,937 2,877

2,271

1,780

1,530
1,373

1,120
986

787

525

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

上海 シンガ

ポール

寧波 深圳 釜山 香港 ロッテルダム ケラン タンジュン

ペラパス

高雄 京浜 阪神

（万TEU）
12%

86%

17% 13%

54%

39%

40%
17%

95%
47%

15%

5.9%

：トランシップ貨物取扱量（三国間貨物） ※1

：自港発着の貨物取扱量

：トランシップ貨物取扱量（自国発着貨物） ※2

：トランシップ貨物取扱量（不明）※3

○○% ：トランシップ貨物取扱率

○シンガポール港、釜山港等はトランシップ貨物の割合が高い。
○国際コンテナ戦略港湾（京浜港、阪神港）は、ほとんどが自国発着貨物。

※1 当該港湾でトランシップされるもののうち、最初船積国/最終船卸国がいずれも外国である貨物
※2 当該港湾でトランシップされるもののうち、最初船積国/最終船卸国のいずれかが自国である貨物
※3 当該港湾でトランシップされるもののうち、最初船積国/最終船卸国が外国か自国か不明な貨物

出典：釜山港はBPAデータ、京浜港、阪神港は港湾統計及び港湾管理者調べその他の港湾は Drewry 「Container Forecaster & Annual Review 2020/2021」より国土交通省港湾局作成
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釜山港のトランシップ貨物の国別内訳（２０２１年）

1,188

740

447

1,043

112

38

74

62

13

9

4

1,166

1,312

787

525

2,271

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

国際コンテナ

戦略港湾

うち

京浜港

うち

阪神港

釜山港

（万TEU）

54%

15%

5.9%

9.5%

○釜山港のトランシップ貨物のうち、日本発着貨物は中国に次いで2位。

出典：釜山港はBPAデータ、京浜港、阪神港は港湾統計（2021年）及び港湾管理者調べより国土交通省港湾局作成

釜山港におけるトランシップ貨物（発着国別）

順位 国 名
コンテナ数

（万TEU） （％）

1 中国 389 32

2 日本 172 14

3 アメリカ 165 13

その他 501 41

合 計 1,227

：トランシップ貨物取扱量（三国間貨物） ※1

：自港発着の貨物取扱量

：トランシップ貨物取扱量（自国発着貨物） ※2

○○% ：トランシップ貨物取扱率

※1 当該港湾でトランシップされるもののうち、最初船積国/最終船卸国がいずれも外国である貨物
※2 当該港湾でトランシップされるもののうち、最初船積国/最終船卸国のいずれかが自国である貨物



２．国際基幹航路維持・強化のための国際コンテナ戦略港湾
政策
（２）海運業者と荷主から選ばれる港湾のあり方

＊先進国の港湾として「選ばれる港湾」
＝DX化

 GX化
＊ポートセールスの重要性



３．将来に向けての日本の海運・海事産業、及び港湾に関す
る政策の方向性：新エネルギー資源の輸送を中心に
（１）新エネルギー資源をめぐる国際環境

(i) 気候変動対策としてのカーボンニュートラル
(ii) 海運と港湾におけるカーボンニュートラル政策

（２）日本と新エネルギー資源
(i) 輸入資源の重要性
(ii) 新エネルギー資源の国内需要
(iii) 船舶燃料としての新エネルギー資源



参考：2018年GHG削減戦略の削減目標

2008 2030 2050

GHG排出
50%削減

~2100

GHG排出
ゼロ

*今世紀中、出来るだけ早期

国際海運GHG排出削減戦略（削減目標）

国際海運からのGHG排出削減目標

2008

GHG排出
基準年

2030 20502040

GHG排出
20～30％削減

GHG排出
70～80％削減

GHG排出
ゼロ

 2023年7月、国際海事機関（IMO）にて、国際海運「2050年頃までにGHG排出ゼロ」等の目標に合意

し、「2023GHG削減戦略」を採択

 ゼロエミッション燃料等の
使用割合5～10％

 輸送量当たりCO2排出
40％削減

輸送量当たりCO2排出
40％削減

基準年



海運分野におけるカーボンニュートラル実現に向けて、

⚫ 比較的大型の船舶については、LNG、アンモニア、水素等のガス燃料の普及が期待される。

⚫ 小型の船舶については、バッテリーや水素FCを用いた電気推進の普及が期待される。

⚫ 中型の船舶については、当面はバッテリーに発電機を組み合わせたハイブリッド船の普及が期待される。また、バッテ
リーや水素FCについても技術進展・コストダウンによる適用拡大が期待される。

船舶の新燃料等の適用

注）給電や燃料補給施設等のインフラや経済合理性等の条件も実際の適用可能性に大きく影響

新造年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

水素燃料船

アンモニア燃料船

LNG/メタノール燃料船

バッテリー船

船
の
サ
イ
ズ
等
※

水素FC船

※：船種、
航路等によ
り適用可
能性は大き
く異なる

一部の航路で導入済
（環境省補助事業等）

一部の航路で導入済

（GI基金）

水素舶用エンジン等 研究開発 実証運航（2027～）

アンモニア舶用エンジン等 研究開発 実証運航（2026～）

小
型
船

大
型
船

ハイブリッド船（連携型省エネ船）

出典：岩谷産業・HP

出典：旭タンカー
主として
内航船

主として
外航船

出典：岩谷産業

出典：商船三井

（GI基金）



代替燃料の活用等に係る取組事例

バッテリー船 水素燃料電池船

水素燃料船

⚫ 世界初の水素・軽油混焼エンジンに
よる小型旅客船が2021年に就航

⚫ 世界初の水素専焼エンジン（電気
推進用発電機）によるタンカー等を
開発中（2026年に実証開始予
定）

LNG二元燃料船
⚫ 日本初のLNG燃料貨物船が2020

年に就航 【環境省エネ特補助】
⚫ 日本初のLNG燃料フェリーが2023年

に就航 【エネ庁エネ特補助】

⚫ 日本初のリチウムイオン電池を搭載した内航貨物船が2019
年に就航【エネ庁エネ特補助】

⚫ 日本初のフルバッテリー推進小型旅客船が2019年に就航

⚫ 世界初のフルバッテリー推進タンカーが2022年に就航 【海
上運送法に基づく先進船舶導入等計画に認定】

出典：商船三井・HP

出典：旭タンカー・HP

⚫ 国土交通省の「水素燃料電池船の安全ガイドライン」に準拠し
た船舶として、プレジャーボートによる実証試験を2021年に実施

⚫ 水素燃料電池、バッテリー、バイオディーゼルを選択可能なハイブ
リッド型の内航旅客船が2024年に就航【NEDO事業等】

⚫ 水素燃料電池による内航旅客船が2025年大阪・関西万博に
て運航予定【NEDO事業等】

出典：ツネイシクラフト・HP

フルバッテリー小型旅客船
「e-Oshima」

フルバッテリー推進タンカー
「あさひ」

出典：商船三井内航・HP

LNG燃料フェリー
「さんふらわあくれない」

LNG燃料貨物船
「いせみらい」 水素・軽油混焼小型旅客船「ハイドロびんご」

出典：大島造船所・HP

水素FC旅客船ハイブリッド旅客船「HANARIA」
出典：ヤンマー・HP

水素FC実証試験船
出典：NSユナイテッド運・HP

バッテリー搭載内航貨物船
「うたしま」

岩谷産業（株）提供

メタノール二元燃料船
⚫ 日本初のメタノール燃料内航タンカー

を建造中（2025年に就航予定）

アンモニア二元燃料船

⚫ 世界初の商用アンモニア燃料船（タグ
ボート）が2024年に就航

商船三井テクノトレード提供

⚫ 様々な船種で多様なゼロエミッション燃料船や省CO２燃料船が建造されており、内航船での利用に期待。
⚫ 一方で、水素、アンモニア、水素燃料電池、バッテリーといったゼロエミッション燃料等を用いた船舶は先行導入の
段階となっており、普及段階には至っていないのが現状。

アンモニア燃料タグボート｢魁｣

出典：日本郵船・HP



◼ 2050年カーボンニュートラルの実現のためには、ゼロエミッション船等の普及が不可欠。
◼ このためには、ゼロエミッション船等について、①建造に必要な生産基盤の構築、②導入の促進、③船員の教育訓
練を進めていくことが重要。

◼ 2023年12月に、海事産業等を含めた各分野の分野別投資戦略と先行5か年アクション・プランがとりまと
められたところ、これらを踏まえGX経済移行債を活用した支援が進められる予定。

カーボンニュートラルの実現に必要な海事産業における取組

②海運：ゼロエミッション船等の導入を促進②海運：ゼロエミッション船等の導入を促進

③船員：船員の教育訓練環境を整備③船員：船員の教育訓練環境を整備①造船・舶用：生産基盤の構築を促進①造船・舶用：生産基盤の構築を促進

水素燃料船 アンモニア燃料船 バッテリー船 水素FC船

海運の脱炭素化に資するゼロエミッション船等の導入

洋上風力発電施設作業船水素運搬船 CO2運搬船

クリーンエネルギーの安定供給等を支える船舶の導入

新燃料等に必要となる燃料供給システム、燃料タンク等の生産や艤装工事のための設備導入・増強等

三菱重工業

ゼロエミッション船等の建造に必要な生産設備の導入等 ゼロエミッション船等の船員の教育訓練設備の導入等

水素・アンモニア燃料の消火訓練等を行
うための教育訓練設備の導入

日本郵船株式会社川崎重工業株式会社 川崎重工業株式会社岩谷産業株式会社e5ラボ 洋上風力発電交通船NEDO提供

海運事業者等
船員

ゼロエミッション船等

ゼロエミッション船等の建造の発注

ゼロエミッション船等の建造・供給

操船

▼CO2

運航

造船・舶用工業事業者

※ゼロエミッション船等の建造促進事業
（令和6年度：94億円（令和６～10年度：600億円））

新燃料に対応した練習船の建造等



３．将来に向けての日本の海運・海事産業、及び港湾に関す
る政策の方向性：新エネルギー資源の輸送を中心に
（３）新エネルギー資源の輸入のための国際的なネットワーク
と国内輸送のネットワーク

(i) 輸入拠点の整備と国内ネットワークの円滑化のための施
設整備

(ii) 船舶燃料の供給施設の整備



「カーボンニュートラルポート(CNP)」の形成のイメージ

○ サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む荷主等のニーズに対応し、脱炭素化に配慮した

港湾機能の高度化を図ることにより、荷主や船社から選ばれる競争力のある港湾を形成する。

○ また、温室効果ガスの排出量が多い産業等が多く集積する港湾・臨海部において、水素・アン

モニア等の受入環境の整備を図ることにより、産業の構造転換及び競争力の強化に貢献する。

○これらにより、我が国が目標とする2050年カーボンニュートラルの実現に貢献する。

世界的なサプライチェーン全体の脱炭
素化の要請に対応して、港湾施設の脱
炭素化等への取組を進めることで、荷
主や船社から選ばれる、競争力のある
港湾を形成

産業のエネルギー転換に必要となる
水素やアンモニア等の供給に必要な
環境整備を行うことで、港湾・臨海部の
産業構造の転換及び競争力の強化に
貢献

荷主や船社から選ばれる

競争力のある港湾を形成

産業の構造転換及び競争力強化

への貢献

カーボンニュートラルポート（CNP）の形成



製鉄プラント（水素還元）

港湾地域を中心とした水素等関連産業の集積イメージ

（出典）資源エネルギー庁資料を元に国土交通省港湾局作成

既存の石炭火力発電所における
アンモニア混焼・専焼、LNG火力
発電所における水素混焼・専焼
により、CO2排出を削減

鉄鉱石を還元する際に必要な
コークス（C）を水素に転換する
ことにより、CO2排出を削減

軽油等の化石燃料を水素燃料に転換し、CO2排出を削減

ナフサ分解炉の熱源
をアンモニア等に転換
すること等により、
CO2排出を削減

ローリー・パイプライン等で外部へ配送

貯蔵タンク等
（脱水素設備等を含む）

洋上風力
＋水電解装置

水素等運搬船
（液水、MCH、ア
ンモニア等）

国際水素
サプライチェーン

火力発電所
（混焼・専焼）

製油所、化学プラント
副生水素発生、CO2フリー
アンモニア、メタン製造＊＊

港湾ターミナル等

冷凍・冷蔵倉庫やデータセンター

液化水素（-253℃）を
気化させる際の冷熱を利
用して電気使用量を節減
し、CO2排出を削減

海外等

港湾区域／一般海域

臨海部産業

（出典）トヨタ自動車HP
（出典）三井E&S

マシナリーHP

燃料電池搭載のトラクター 燃料電池搭載の荷役機械

脱炭素燃料のバンカリング

（出典）セントラルLNGシッピング （出典）ジャパンハイドロ

水素エンジン搭載タグボート

港湾地域

©岩谷産業㈱

水素ステーション

外部需要（内陸部等）

○港湾地域は、温室効果ガスを多く排出する産業等が立地すると同時に、水素・アンモニア等の輸入の場ともな
るため、水素・アンモニア等を活用して温室効果ガスを効果的・効率的に削減できるポテンシャルがある。

○水素・アンモニア等を利用する産業を集積することにより、ローリー・パイプライン等による輸送コストの低減、
熱の効率的な利用等が可能となり、より効果的・効率的に港湾地域の脱炭素化を進めることができる。

NH3等へ熱源転換

（出典）経済産業省資料



水素・燃料アンモニア等の輸入拠点港湾の形成

○ 「CNPの目指す姿」の１つである「水素等サプライチェーンの拠点としての受入環境の整備」につき、我が国
全体としての輸送最適化を如何に実現するのか。輸入拠点港湾には、如何なる役割が期待されるのか。

＜主な論点＞

アンモニア輸入拠点港湾のイメージ アンモニア輸入拠点港湾と二次輸送のイメージ

Ａ港(需要地) Ｃ港(需要地)

外航船

Ｂ港(拠点港)

海外積出港

内航船 内航船

背後圏への供給
（水素への転換含む）

２． 輸入拠点港湾には、如何なる役割が期待されるのか

国内他港への供給

貯蔵

海外からの受入 小規模な港湾・
貯蔵施設でも利用可 需要地での投資を抑制

小規模な需要にも対応

② 経済合理性の追求（集約・大型化による投資最小化） ③ 個別・直接輸入を補完

１． 我が国全体としての輸送最適化の実現方法

バックアップ機能の提供

（案）
①大口需要家による個別・直接輸入と輸入拠点港湾が適切に役割分担、広範かつ効率的な供給を実現
②国が、事業者や港湾管理者等の意向を踏まえつつ、戦略的・主体的に、輸入拠点港湾の形成に関与

① 広く需要家を包摂（需要家の施設・用地制約や小ロットでの調達にも対応）

（案）

外航船

内航船



水素・燃料アンモニア等関連産業の集積

○ 港湾地域において水素等の水素・燃料アンモニア等の供給・需要を拡大していくためには、関連する産業の
集積を図るための方策を検討する必要があるのではないか。

①水素・燃料アンモニア等の需要と供給が隣接する港湾地
域において、関連産業の集積が重要。

出典：第25回水素・燃料電池協議会資料（2021年3月22日）

②一方、港湾地域において産業集積に必要な新
たな用地を確保することが困難。

港湾地域での水素の大規模活用イメージ

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

1
9

7
5

1
9

7
7

1
9

7
9

1
9

8
1

1
9

8
3

1
9

8
5

1
9

8
7

1
9

8
9

1
9

9
1

1
9

9
3

1
9

9
5

1
9

9
7

1
9

9
9

2
0

0
1

2
0

0
3

2
0

0
5

2
0

0
7

2
0

0
9

2
0

1
1

2
0

1
3

2
0

1
5

2
0

1
7

2
0

1
9

住宅用地

公園緑地

工場用地

その他

（年度）

（ha）

我が国港湾で造成された埋立地面積の推移

・これまでは公的主体が造成した港湾地域の土地に企業
を誘致することで合理的な土地利用を可能としてきた。

・近年、埋立による土地造成事業が減少傾向である中、今
後はエネルギー転換に合わせて、港湾地域の土地利用
転換を円滑に行う必要がある。

限られた土地を有効利用して、水素・燃料アンモニア等関連産業の集積を図るためには、土地利用
の柔軟化（あるいは安全性確保等のための強化）について検討することが必要。



終わりに



パナマ運河の渇水、紅海における船舶攻撃事案によるサプライチェーンへの影響
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• 2023年7月以降、パナマ運河庁は、パナマ運河の渇水を受
け、1日あたりの通航船舶数を制限。

（渇水前：35～36隻 → 2024年1月時点：24隻）

• 一部の船社・荷主等で、北米東岸向け輸送について、パナ
マ運河経由から北米西岸揚げ・鉄道輸送に切り替える動き。

31

○外航コンテナ船社は、パナマ運河の渇水に伴う通航制限や、紅海における船舶攻撃事案を受け、鉄道輸送へ
の切り替えや、スエズ運河経由から喜望峰経由へのルート変更等の対応を実施。

○この影響により、アジア-北米・欧州等の輸送において、リードタイムが増加するとともに海上運賃が上昇。

（USD）

■上海発の海上コンテナのスポット運賃の推移

出典：上海航運交易所 上海輸出コンテナ運賃指数（SCFI）

（2019年1月～2024年1月）

• 2023年11月中旬以降、紅海とアデン湾において、武装組織
ホーシー派による船舶に対する攻撃事案が相次いで発生。

• 少なくとも18社の海運会社が、スエズ運河経由から喜望峰
経由に航路を変更。紅海と地中海を結ぶスエズ運河の通
行量は、1月1日～16日の間で、前年同期比37％減少。

スエズ運河 パナマ運河

【サプライチェーンへの影響（例）】

出典：報道記事、船社等へのヒアリングより国土国通省港湾局作成

• 喜望峰経由により、リードタイムが1～2週間程度増加。

• 部品輸送の遅延等により、欧州の自動車工場において完
成自動車の生産を一時的に停止する等の影響が発生。

• アジアから北米向けの生産部品輸送について、輸送の安定
性を確保するため、北米東岸揚げを西岸揚げに切り替え。
【機械メーカー】

【サプライチェーンへの影響（例）】
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